
（平成２１年１１月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本厚生年金 事案 286 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 47年５年１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 6,000円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月 30日から同年５月１日 

    私は、昭和 41 年３月にＢ社に入社し、一貫してＣ社グループに勤務し、

平成 20 年＊月＊日に定年により同グループを退職したにもかかわらず、申

立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていない。 

    昭和 47 年４月にＡ社又はＤ社に勤務したことは事実であり、また、給与

から厚生年金保険料を控除されていた認識があるので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ社からの回答書、同社発行の在籍証明書及び健康保険組合が保管してい

る被保険者台帳により、申立人は、Ｃ社の関連事業所に継続して勤務し、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年３月の社会保険事務所の記録から、５万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は納付していないと認めており、また、事業主が資格喪失日

を昭和 47 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の



保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を

行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 287 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月１日から平成３年１月１日まで 

    私の申立期間におけるＡ社での標準報酬月額は、社会保険庁の記録では

17万円となっているが、申立期間当時、私は社長の妻であり、経理事務も

行っており、当時の記憶では給与は 22万円だったと思う。給与明細書は持

っていないが、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の元事業主（申立人の元夫）は、「申立期間当時は、妻が同社の経理

事務を１人で行っていた。」と説明し、申立人自身も「申立期間当時、職

種・業務内容及び報酬額の同じ者はいなかった。」と説明している上、元事

業主を含む同僚３人は、自分の給与と社会保険庁の記録には相違がない旨証

言している。 

   また、社会保険庁のオンライン記録によれば、申立期間後にＡ社の厚生年

金保険被保険者となっている事務担当者の標準報酬月額は、15万円と記録さ

れていることが確認できることから、申立人の申立期間における標準報酬月

額が同じ職種の事務担当者と比べて低額であるという事情は見当たらない。 

   さらに、元事業主は、申立期間当時の賃金台帳等の資料を保管していない

ため、申立人のＡ社における社会保険庁の標準報酬月額の記録が、申立人の

主張している標準報酬月額と相違していることは確認できない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張す

る標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 288 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年１月 15日から 61年２月１日まで 

    申立期間については、Ａ社に勤務しており、同じ職種の同僚３人には厚

生年金保険被保険者の記録があるのに、私だけ記録が無いことに納得でき

ない。申立期間について、厚生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び同僚の証言により、申立人が申立期間の一部につ

いて、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、Ａ社は、「申立人に係る申立期間当時の資料は保管しておらず、

申立人の勤務の状況については不明である。」としており、同社において同

じ職種であった同僚として申立人が名前を挙げた２人は、「申立人が勤務し

ていたことは覚えているが、勤務期間及び厚生年金保険被保険者であったか

どうかについてはわからない。」と証言している。 

   また、Ｂ市の国民健康保険の加入履歴により、申立人は、申立期間を含む

昭和 55 年２月１日から 61 年３月２日まで国民健康保険に加入していること

が確認できる上、社会保険庁のオンライン記録により、申立人は、59 年４月

から 61 年２月までの期間に係る国民年金保険料の免除を申請しており、その

後、保険料を申立期間内の 60 年 11 月から順次追納していることが確認でき

ることから、申立人は、申立期間当時、国民年金の被保険者であることを認

識していたものと判断せざるを得ない。 

   さらに、申立人が申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無

く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


